


単位：千円
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

就労支援事業収益 324 194 232 236 259 274 258 250 250 250 250 250 3,027
就労支援事業活動収益計 324 193 232 235 258 273 258 250 250 250 250 250 3,027

就労支援事業販売原価
期首製品（商品）棚卸高
当期就労支援事業製造原価
当期就労支援事業仕入高 0
期末製品（商品）棚卸高

就労支援事業販管費 0
就労支援事業活動費用計 2,437 2,264 2,248 2,118 2,174 2,010 2,293 1,992 2,002 1,992 2,012 1,992 25,534

就労支援事業活動増減差額 -2,113 -2,070 -2,016 -1,882 -1,915 -1,736 -2,035 -1,742 -1,752 -1,742 -1,762 -1,742 -22,507
1,849 1,896 1,857 1,755 1,716 1,645 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 20,318

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
就労支援事業収益 324 194 232 99 99 110 110 110 159 399 399 399 2,634

就労支援事業活動収益計 324 194 232 99 99 110 110 110 159 399 399 399 2,634
就労支援事業販売原価

期首製品（商品）棚卸高
当期就労支援事業製造原価
当期就労支援事業仕入高
期末製品（商品）棚卸高

就労支援事業販管費
就労支援事業活動費用計 2,437 2,264 2,248 2,092 2,016 2,016 2,017 2,017 2,046 2,137 2,017 2,016 25,323

就労支援事業活動増減差額 -2,113 -2,070 -2,016 -1,993 -1,917 -1,906 -1,907 -1,907 -1,887 -1,738 -1,618 -1,617 -22,689
1,849 1,896 1,857 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750 21,352

（注）経営改善を行う項目(例：営業体制の強化、経費削減、販路拡大等）を記載するとともに、課題を記載し、その課題に対応するための実施期間
と具体的な改善策をそれぞれ記載する。適宜欄は追加する。

現状の施設外就労に加え新
規での施設外就労の獲得

不作時期（季節）への対策

支払い賃金総額

（計画期間中の見込額）
2018年

収
益

費
用

支払い賃金総額

収
益

費
用

2017年
（前年度実績）

施設外拡大

施設内強化

経営改善計画期間中の具体的改善策と実施時期等

項目 課題

別紙様式２－２

Ｈ30.4～Ｈ31.3

Ｈ30.4～Ｈ31.3

職員の人員確保を検討し施設外就労先の契約確保

夏季・冬季の不作対策にビニールハウスを増やし対応

実施期間 具体的な改善策


